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２０２１年３月１８日 

ＪＲ東海労新幹線関西地本 

編集 業務部  №２０ 

 

２０２１年３月１１日、新大阪日之出会議室において「申」第２６号について、会社

は団体交渉の開催を拒否し、会社側幹事から口頭による回答がありました。 

 以下、組合の申し入れと会社回答。 

鳥飼基地各車両所の一時帰休に関する緊急申し入れ 

 会社は、１月２５日に鳥飼基地各車両所の２月分の勤務指定を明らかにした。 

 しかし、一時帰休の指定について各車両所ごとに取り扱いが異なっている為、不明な

点が多くある。また、新型コロナウイルス感染が広がる中において、現場で働く社員・

組合員から不安の声が増大している。 

 

１．１月２５日の勤務発表時、大阪台車検査車両所の２月の休業日指定及び、どの社員 

が休業になるのか勤務指定が行われていない。これは就業規則第５５条違反であると

考えるが会社の見解を明らかにすること。 

【会社回答】勤務指定や休業の指定及び変更は適切に行っている。 

２．大阪交番検査車両所で休業指定されている２月２日と２月１９日には、３分の１程

度の社員にしか休業を指定していない。新型コロナウイルス感染防止の観点から多く

の社員を休業指定するべきだと考えるが会社の見解を明らかにすること。 

【会社回答】運用調整日において訓練や教育、各種の取り組み等必要な業務量につい 

て検討・調整した結果、当日に特に従事する業務のない社員に対して一時帰休を指定 

している。 

３．会社掲示に大阪仕業検査車両所及び大阪修繕車両所は、基本的には一時帰休を指定

せずに必要に応じて在宅勤務を指定していく予定と書かれている。しかし、２月の勤

務指定表に在宅勤務が指定されていない。現場社員には在宅勤務を指定しないのか明

らかにすること。また、在宅勤務を指定した場合は、どのような作業を行わせるのか

明らかにすること。 

【会社回答】車両所に限らず、在宅勤務が可能な業務については、必要に応じて在宅 

勤務を指定する。 

４．昨年の緊急事態宣言の期間において、大阪修繕車両所では企画科の社員が在宅勤務

を指定されていたが、今回も企画科の社員に在宅勤務を指定するのか明らかにするこ

と。 

【会社回答】車両所に限らず、在宅勤務が可能な業務については、必要に応じて在宅 

勤務を指定する。 

５．会社掲示に休業開始時刻前に休業を解除し、新たな勤務を命じることがあると書か

れているが、休業当日の開始時刻までは何になるのか明らかにすること。 

【会社回答】申し入れの主旨が不明であるが、休業の時間は、９時から１７時３０分ま

での間としている。なお、一時帰休を指定した社員に対して、業務が発生した場合には

当日も含め、勤務を命じることはある。当日の場合は、休業開始時刻の９時より前に勤

務を命じる。 
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若干のやり取り 

勤務は毎月２５日に具体的な勤務指定（休業）を行うこと！ 

大台両の前日に休業指定するやり方は問題である！ 

組合：就業規則５５条で、勤務は毎月２５日までに翌月分を指定するとあるが、１月 

２５日の勤務発表で２月の休業指定ができていない職場がある。 

会社：大台両においてはそうであった。職場によって違う。大台両は、業務の特性、突 

発的な回復作業とかの事情があるので前月の２５日の勤務発表時に休業を指定する 

ことは難しい。 

組合：大交両は休業指定している。 

会社：大交両は指定しているが、大台両は特殊性がある。 

組合：前月２５日の勤務発表時に休業指定するべきであり、大台両と大交両で違いがあ 

ることはおかしい。 

会社：適切に休業指定、変更については適切に行っている。 

組合：今回の休業は、計画的に休業指定できるものである。 

会社：大台両は、あらかじめ前月２５日に指定することは難しい。 

組合：大台両で休業指定を前日に勤務分担表で指定することはよくない。 

会社：業務の詳細内容が前日に確定するので、前日に休業を発表している。本人に休業 

だと分かるように周知している。 

組合：運用調整日に訓練や教育を行っているが、感染防止の観点からも出勤率を下げる 

べきである。 

会社：必要な業務量について検討、調整をした結果、必要な訓練や教育を行っていく。 

組合：健康で安心して働くためにも緊急事態宣言、感染拡大の状況を見て判断するべき

である。 

会社：意見としては承るが必要な教育、訓練は行っていく。 

休業日は呼び出し前提に９時まで自宅待機する義務はない！ 

組合：休業指定された者は、呼び出しを前提に９時まで自宅待機する義務はあるのか。 

会社：自宅に待機する義務はない。一方で業務上必要がある場合は、必要な確認を行っ 

た上で休業の指定を解除して勤務を命じることはある。 

組合：必要な確認とは、どんな確認なのか。 

会社：休日の呼び出しと同じように状況を聞く。 

組合：一方的にならないようにすること。 

会社：必要なコミュニケーションをとった上で行うようにする。 

組合：状況を聞いて判断すること。 

以上 


